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1. 事業団の発足と現在
1）準備活動～外国人介護研修生の受け入れ検討会

第1回（2015年8月）

• 2016年度からの招聘

• 外国人研修生の尊厳・人
権の尊重

• 環境整備

• 国際的な好循環～帰国後
の活躍を展望

第2回（2016年1月）

• 送り出し国、送り出し機関の
視察

• 高齢者介護の実態調査

第3回（2016年3月）

• 設立趣旨

• めざすもの

• 法人化

• 賛同する介護事業者への
呼びかけ

• 国際的介護人材育成の研
修センター等の設置
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２）事業団の発足

• 2016年6月 法人設立
☒ 『国際的介護人材を育成し、互恵を基本とする、

国内外の介護人材の好循環システムを構築する。』（定款3条）
・ 外国人招聘活動の開始
☒ 2017、2019年に中国で2回の選考面接を実施。いずれも内定者が辞退。
☒ 2019年3月、ミャンマーから介護技能実習生が初来日し、現在に至る。

・ 当初の招聘活動が直面した、送り出し機関、監理団体との3つの壁とリセットの決断
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• 2022年1月、現地のアンダマンエイトと「連携、協力の基本協定書」を締結し、
下記の送り出し側、受け入れ側のガイドラインを設けた。

3）事業団の再出発～一気通貫の教育・キャリアプランの構築
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４）事業団の現在 ①～双方のリソースの共有を

• 登録支援機関を設立。日本語教育オンライン授業を開講。
• 現地は介護福祉士による、介護トレーニングセンターを開設。
• 会員数は正社員（個人）5、正社員（団体）25、利用社員３，賛助社員４の合計37。
• 6月末のミャンマーからの招聘活動の実績は下記の通り。
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４）事業団の現在 ②

• 介護福祉士国家試験の合格と「在留資格介護」の誕生の相乗効果について

☒ 19名が合格し、現在、16名が会員の介護現場を支える中核的な存在。ロールモデルが生まれた。

☒ 当初の「⾧く働かないのでは?」という不安を解消し、職場全体へのポジティブな影響を与えた。

☒ 新規就労者の入国後の日本語学習、生活面の「独り立ち」期間の半減効果をもたらしている。

技能実習 特定技能 在留資格介護

介護 5 13 4 17

飲食品製造業 2 14 14

小計 7 27 4 31

介護 3 2 30 4 36

小計 3 2 30 4 36

介護 5 15 15 3 33

外食 1 3 3

小計 6 15 18 3 36

介護 7 18 23 5 46

小計 7 18 23 5 46

35 98 16 149

ブロック 職種 会員数 合計
在留資格

東京圏

山梨

関西

九州

合計

• 現在の在留資格別の会員就労人数について

※ だが、外国人介護人材の受入れは無限ではない現実に直面した。 6



２．特定技能1号の上限枠運用のデッドライン
１）2026年１月の閣議決定
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２）4月、外食業は新規受入れの原則停止
そして、介護の上限枠の運用のデッドラインは2027年前半か。

☒ 2026年3月末（速報値）の介護の在留者数について

☒ 2027年3月末の在留者数（予測）について
特定技能1号の受入れに必要な固有のリードタイムを考慮すると、年内もしくは年明けには採用面接を
実施し、遅くとも、2027年度上期には入国できることが求められる。
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３．介護現場の人材不足は深刻～介護事業者の倒産は過去最高

2025年3月の介護関連職種の有効求人倍率は
3.97倍。

 有効求人倍率の地域差は大きい

 都市部・地方ともに慢性的な人手不足

 同じ介護職種での職種格差も大きい

 特に、訪問介護は需給が極端に逼迫

１）介護の有効求人倍率は高止まりの状態

 同時期の全職種の平均有効求人倍率は1.16
倍程度。(厚生労働省「職業安定業務統計」）

 2025年度の訪問介護の有効求人倍率は
14.14倍と高い。（厚生労働省「社会保障審議
会介護給付費分科会）
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２）介護事業所倒産は、過去最高に

• 2025年の介護事業者（老人福祉・介護事業）の
倒産は176件（前年比2.3%増）
で2年連続で最多を更新

☒ コロナ前の2019年と比較して、約6割増えた
☒ 求人難15件を中心に「人材不足倒産」が29件
（前年比45.0％）
☒ 特に訪問介護が91件（同12.3%増）と突出
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４．介護現場は、外国人なくしては回らない

１）介護福祉士登録者数と従事者数の乖離

☒ 介護福祉士登録者数は約207万5千人（2026年3月末:厚生労働省）
☒ 介護福祉士のうち、実際に現場で働いているのは約100万人前後（推計）

（2025年版厚生労働白書）
☒ 乖離が出る主な理由は、資格が一度登録されると累積で増え続けるが、
後者は、就労継続と復職の難しさを表している。

☒ 登録者数が多くても、待遇や負担、職場環境の課題が残ると、
現場の人手不足は解消しにくい実態にある。

☒ その意味からも、介護人材確保の課題として、
定着や再就業支援の必要性は最大の課題だ。
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２）介護福祉士の合格数は外国人が1割を超えた。

☒ 2025年度の介護福祉士国家試験の受験者数は、ピーク時の半減で78,469人と
人気が低く、合格者数は54,987人。

☒ 外国人が受験者数で2割、合格者数で1割を占めるに至った。ここでも外国人の存在感
は年々大きくなっている。
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３）2025年度の介護福祉士資格を取得できる大学や
専門学校入学者数は、前年度より810人（12.4%）多い7,356人に回復。

 この回復を押し上げたのは、外国人留学生の過去最多4,074人の入学。

 前年度より1,020人（33.4%）増え、入学者全体に占める割合は初めて55%を超えた。外国
人留学生の存在感は年々大きくなっており、養成校の経営も左右するほどの影響力を持つようになっ
ている。
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５．出稼ぎ先として魅力を失う日本
１）激化する国際間競争～各国の介護職種の必要数と不足数

２）各国の介護職種の外国人就労者数

現状の就労者数 将来の必要人数

日本 ・215 万人が就労し、約25万人不足 ・272万人（2040年）必要で約57万人不足

韓国 ・約65万人（2024年度）が就労し、うち約66％が60歳以上 ・2028年までに約11万人が不足

ドイツ ・約176万人(2025年度）が就労し、約11万人が不足 ・215万人（2049年）必要で約50万人が不足

オーストラリア ・約45.6万人が就労し、急増 ・2030年までに11万人が不足
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現状の外国人就労者数 備考

日本 ・約10.6万人※が就労し、外国人が4.9 %(2025年12月末） ※特定技能6.7万人、技能実習、介護、EPA等

韓国 ・数千人以下。2024年「介護・ケアーワーカー」ビザ※を新設 ※2025年介護職資格を取得した海外留学生にビザ発給

ドイツ ・約35万人が就労し、外国人が約20%を占める※ ※5人に1人が外国人。介護システムの主要な担い手

オーストラリア・13.5～14万人が就労し、外国人が30％を占める



３）各国の介護職の給与・時給と手取り収入並び
に家族帯同・方向性について

給与（月額・時給） 税・社会保険料等と月額手取り収入

日本 ・月額31.4万円（賞与込み）：時給約1,500～1,700円 ・約15～20％　→　手取りは約18～23万円（月換算）

韓国 ・月額25万円：時給約1,300～1,800円（療養保護士） ・約10～15％　→　手取りは約21～24万円（月換算）

ドイツ ・月額44.4万円：時給約3,000～3,500円 ・約30～32％　→　手取りは約38～43万円（月換算）　

オーストラリア ・月額54.1万円：時給約3,300～3,800円 ・約18～22％　→　手取りは約47～51万円（月換算）

（100ウォン＝11円、1ユーロ＝170円、１豪ドル＝100円換算）

家族帯同等 方向性

日本 ・介護福祉士取得により、家族帯同可 ・「期間限定の労働力として取り扱い」を強くしており、実態を無視

韓国 ・家族帯同は可だが、家族は原則就労不可 ・在留資格を新設し、外国人介護人材の受入れを始めた段階

ドイツ ・配偶者、登録パートナー、未成年の子供の帯同は早い段階で容易 ・単なる労働力の穴埋めではなく、人材の育成と統合含めた制度設計

オーストラリア ・家族帯同可能で、配偶者就労も可、永住権へのルートも明確 ・「社会を支える一員＝定住者」との位置づけを強くしている
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4）円安による、実質賃金の目減り

2026年レート 2020年レート 目減り

ベトナム ・2026年レート※　円が166ドン　1万円＝166万ドン 2020年レート　1円が220ドン　1万円が220万ドン 実質約28％減

韓国 ・2026年レート※　円が8.91ウォン　1万円＝89,100ウォン 2020年レート　1円が11,072ウォン、1万円が110,720ウオン 実質約20％減

インドネシア ・2026年レート※　円が112ルピア　1万円＝112万ルビア 2020年レート　1円が136ルビア　1万円が136万ルビア 実質約18%減

※2026年レートは、2026年8月8日現在

外国人介護人材の受入は無限ではない現実に直面した。
振り返れば、上記の状況から、国が受入制限を言い出さずとも、送り出し側も含めて、
いずれにせよ押し寄せる現実でもあった。
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６．人材の育成と定着、社会的な統合のない外国人の人材調
達は、遅かれ早かれ破綻する

１）高市政権の鼻息は悪く、外国人を「管理」し、排除する真逆の政策

☒ 一方、3月下旬、中国政府は、今後3年間を目途に「⾧期介護保険制度」

（以下「⾧護険」）を全国規模で本格的に導入すると発表。

☒ アジアの一部でも介護の社会化は始まり、他方で、香港、シンガポール、台湾のケアー「家族化政策」

も転換点を迎え、外国人への依存度を高め、国際間の人材獲得競争を激化するはずだ。

① 在留期間更新料手数料の
大幅値上げ

17



2）在留資格「経営・管理」厳格化～あまりにも不当・不合理

☒ 既存の「経営・管理」在留者約41,600人のうち新基準を満たす者は全体の約４％

☒ 小規模なインド・エスニック料理店が激減し、街から多様な食文化を理由もなく摘み取る
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３） 地方、介護現場の窮状を、地域から政府に突き上げて ことをあきらめないで
☒ もう一つは、「よその地方はさておき、この街の生活を守る」ためには外国人介護人材の確保は不可欠。

☒ 個別事業者の努力は限界。自治体レベルで、「調達」から「定着・統合」へのパラダイムシフトが必要。

☒ このままでは、地方はなくなる ～ユニークな試み「福井クラス」の紹介～

ミャンマーの日本語学校で始まった「福井クラス」は、地域に定着できるよう支援する。福井県独自

の文化や方言を学ぶユニークな教育プログラム。
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４）ミャンマーのことをもっと、知ってもらいたい

☒ ミャンマーの政情不安と国内外難民の増加

☒ 徴兵を拒み、仕事や学習の機会を求め、国境を越えて、若者が海外に出国

☒ これらの自衛行動は、国際的な人権として尊重されるべきである

☒ ミャンマー軍政の報復をも覚悟して、タイ経由ルートを経て、日本に

入国するすべを、国連の3つの人権義務の遂行からも、現在、自らが

閉じることは許されるものではないと考えている。
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